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所 在 地 佐賀県嬉野市
設 立 2007年12月
職 員 数 ４名
主 な
事業内容
バリア調査、バリア情報提供、補助器
具の貸し出し、入浴介助の仲介手配
主な財源 行政からの委託事業費
Ⅱ　設立の経過と活動
　設立の経過として、嬉野温泉の集客低迷の打開
策として、地元旅館の経営者が伊勢志摩において
成果を上げていたバリアフリー観光による集客増
に着目し、嬉野市と佐賀県旅館ホテル組合との検
討が開始された。嬉野市は長崎新幹線開通を視野
に置いて、「ひとにやさしいまちづくり」の政策
プランづくりを市民会議によって策定するととも
に、バリアフリーツアーセンターの発足準備が進
められ、2007年に佐賀県及び嬉野市の補助を得
て、「佐賀嬉野バリアフリーツアーセンター」が
立ち上げられた。設立から５年間は佐賀県から
5,000万円の予算化がなされており、バリアフ
リーにちなんだ様々な取り組みが本格化する中
で、2010年のユニバーサルデザイン全国大会を契
機に嬉野温泉にある13旅館20室（現在15旅館27
室）にユニバーサルデザインルームの設置が進め
られた。現在では嬉野市のみならず佐賀県全体の
高齢者、障がい者、外国人へのユニバーサルツー
リズム推進の環境整備にも積極的に関与している。
　主な活動としては、①バリア調査、②バリア情
報提供、③補助器具の貸し出し、④入浴介助の仲
介手配を軸に活動している。①バリア調査では、
障がい者・高齢者・ベビーカーユーザーなどそれ
ぞれの事情に合わせた情報提供を行えるよう、事
前に各観光施設のバリア調査を行っている。その
際、段差や通路幅などのハード面だけでなく、各
施設の人的なサポートに対する考え方や具体的な
対応などのソフト面の調査も行っている。②バリ
ア情報提供では、「個々の状況に応じた、本当に
使える情報提供」を目指してパーソナルバリアフ
リー基準に基づいた情報提供を行っている。その
中ではバリアフリー情報の提供のみならず、各個
人の身体状況を把握し、食事先、宿泊先といった
各観光施設との細やかなマッチングを行ってい
る。③補助器具の貸し出しでは、車椅子・ベビー
カー等の移動補助具や浴室用車椅子・リフト等の
入浴補助器具を無償で貸し出し、ベッドやポータ
ブルトイレ等同センターが保有していない器具
は、市内福祉用具店からレンタルし、有償で貸し
出している。④人的な介助の仲介では、嬉野温泉
での入浴介助サービスを実施し、入浴介助者の派
遣を行っている。また、寝たきりなどの重度の要
介護者でも温泉宿泊旅行の実現が可能となるよ
う、民間救急事業者との提携を結んでいる。
　その他の活動として、旅館のユニバーサルデザ
イン化事業に取組むとともに、障がい者テニスや
パラリンピック種目であるボッチャといったス
ポーツ大会の開催、ユニバーサルデザイン音楽会
の開催等のイベントによる観光ＰＲと集客を行っ
ている。
Ⅲ　特徴的な取り組み
　高齢者や障がい者にバリアフリー客室が整備さ
れた旅館やホテルを紹介し、温泉入浴の介助ヘル
パーを仲介するサービスを行っている。入浴介助
サポーターとして、非番の時間帯に介護福祉施設
従事者へ協力依頼を行い、宿泊施設に派遣してい
る。提供する食事についてもアレルギー食や刻み
食への対応もできるようにしている。また2018年
より民間救急事業者との連携の中で寝たきりの人
や要介護者の受け入れ対応を始めている。民間救
急事業者が、要介護者等の主治医の了解のもと、
医療的ケアを行える看護師や救急救命士等の資格
を持ったスタッフを旅行に同行させる形で搬送
し、佐賀嬉野バリアフリーツアーセンターは、旅
行希望者の要望に適した旅館を紹介し、必要に応
じて入浴介助を仲介している。こうした取り組み
が評価され、2019年には「ジャパン・ツーリズム・
アワード」の観光庁長官賞、国連世界観光機関の
倫理特別賞を受賞している。
Ⅳ　今後の展開
　東京オリンピック・パラリンピックと連携した
スポーツ大会の誘致活動や海外障害者向けのイン
バウンド誘致活動を積極的に行う。さらに国・県
の施策と連携した国内のシニア層や障害者の国内
旅行の誘致活動を実施する。そして障害者向けの
旅行商品メニューの開発と販売、九州新幹線西九
州ルートの開通にあわせた駅舎や温泉街のユニ
バーサルデザイン化の推進を目指している。また
寝たきりの人や要介護者の温泉旅行の拡大を目指
して、九州各県のバリアフリーツアーセンターと
の連携を深めていく。
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４． 温泉観光地におけるユニバーサルツーリズム
推進の視点と方法
　日本の温泉地は、古来より病気やけがの治癒を
目的とした湯治の場として役割を果たしてきた
が、明治期以降に西洋医学が導入されてから、保
養・休養の場としての認識が大きくなり、観光地
としての温泉地開発が進むこととなった。戦後に
入って高度経済成長期には男性中心の団体旅行を
主として温泉地は観光地・歓楽地として発展し、
バブル経済崩壊後は女性主導の個人・グループ旅
行が主流となり、近年ではインバウンド観光によ
る訪日外国人観光客が増加する中で、旅行者の動
向やニーズは大きく変化してきている。また超高
齢化社会を迎える中で国は一億総活躍社会の実現
を目指しており、健康長寿やストレスコントロー
ルを重要な課題と位置づける中で、温泉地の役割
についても見直しが進められている。しかし多く
の温泉地は過疎化、高齢化といった問題を抱える
中で、シニア市場の開拓を見すえた観光の活性化
と福祉のまちづくりを組み合わせた取り組みの充
実が現実的に求められている。そうした状況の中
で温泉観光地におけるユニバーサルツーリズム推
進の視点と方法についてどのようなものが見いだ
せるだろうか。
　佐賀嬉野バリアフリーツアーセンターでは、旅
館やホテルの経営者が中心となって、官民協働で
宿泊環境の整備を進め、さらに周辺環境を向上さ
せつつ、地域のサービス提供者と連携しながらユ
ニバーサルツーリズム推進に向けた様々な取り組
みを進めてきた。
　これらを踏まえた温泉観光地におけるユニバー
サルツーリズム推進の視点と方法として、①人を
中心にした相談対応とコーディネートの充実、②
関係機関と連携した受け入れ態勢の整備、③福祉
と観光を融合したまちづくりの推進の必要性の３
点が考えられる。
　①人を中心にした相談対応とコーディネートの
充実については、佐賀嬉野バリアフリーツアーセ
ンターでは、伊勢志摩バリアフリーツアーセン
ターが提唱したパーソナルバリアフリー基準を採
用した相談対応が行われている。単に障がい者や
高齢者に行ける所を紹介するのではなく、旅行者
のやりたいことともに障害や体調等の状態を把握
し、予算や日程に応じて旅行者自らが判断できる
よう観光・宿泊・飲食施設等のバリアフリー情報
の提供を積極的に行い、旅行者の希望と状態に合
わせた観光メニューや支援メニューとのマッチン
グが行われている。高齢者や障がい者それぞれに
障害の程度の違いや同行支援者の有無等の様々な
状況があり、一人ひとりに応じた対応と一定程度
の基準に基づいた環境整備の両面が求められる
中、対応可能性とともにどこに対応困難性がある
のかを誠実に伝えて、情報を受け取る側が選択
し、協議の上で意思決定できる仕組みが導入され
ている。また旅行者本人の了解の下、宿泊受け入
れ先等に旅行者に関する情報提供を行う中で、受
け入れ側の負担感や不安感を軽減する取り組みを
実施している。こうした相談対応は、観光困難者
と地域のサービス提供者双方の安心感を高め、観
光困難者からの苦情を少なくするだけでなく、地
域のサービス提供者にとっても課題の抱え込みを
防ぐことにもつながることが推察される。
　②関係機関と連携した受け入れ態勢の整備につ
いては、佐賀嬉野バリアフリーツアーセンターで
は地域のサービス事業者との連携として、ハード
面・ソフト面のバリア調査のみならず、観光困難
者への対応力の向上に向けた研修の機会、旅館等
のユニバーサルデザイン化への助言、補助器具等
の貸し出し等といった観光産業事業者に対するサ
ポートを実施している。また温泉入浴の介助ヘル
パーや民間救急事業者による寝たきり等の要介護
者の搬送サービスといった支援サービスの仲介を
行っている。こうした取り組みから、産業観光事
業者がユニバーサルツーリズムについて前向きに
取り組む意識を醸成するとともに、観光産業事業
者や福祉及び移送サービス事業者の役割分担を明
確にし、双方が無理なくビジネスとして成立する
態勢作りを目指す必要性があることをうかがえる。
　③福祉と観光を融合したまちづくりの推進の必
要性では、嬉野温泉が他の地域に先行して、ユニ
バーサルツーリズム推進の受け入れ態勢の整備を
進めることができたのは、「ひとにやさしいまち
づくり」という嬉野市の基本理念や市民会議で決
定された政策プラン上の位置づけ、佐賀県のユニ
バーサルデザイン推進政策の後押しを受けたこと
が大きい。佐賀嬉野バリアフリーツアーセンター
は、佐賀県や嬉野市といった行政からの運営補助
金を活用しながら、地域のユニバーサルツーリズ
ム推進をけん引し、特に2010年のユニバーサルデ
ザイン全国大会を契機に嬉野温泉の13旅館20室
に、官民協働でユニバーサルデザインルームの設
置が進められたことは、現在のユニバーサルツー
リズムの市場獲得に向けた受け入れ態勢の整備充
実に結びついている。このことはユニバーサル
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ツーリズムの積極的推進にあたり、地域のサービ
ス事業者、行政、市民が一体となって、福祉と観
光を融合したまちづくりの一環として進めていく
重要性を示唆している。2020年東京オリンピック・
パラリンピックを契機として制定されたユニバー
サルデザイン2020行動計画において、今後の超高
齢社会に対応するためには、全国各地において高
いレベルのバリアフリー化を進めていくことや地
方への観光誘客の更なる拡大を図るために、主要
観光地をはじめとして各地のユニバーサルデザイ
ンを推進し、様々な障害のある人が移動しやすく
生活しやすい街づくりを進めていく必要があるこ
とが明記されている。温泉観光地におけるユニ
バーサルツーリズム推進においても、住んでいる
人にとっても、訪れる人にとっても円滑に快適に
過ごせる環境づくりの視点を基盤に置くことが求
められていることを認識する必要がある。
　ユニバーサルツーリズム推進において地域支援
組織は、旅行相談、ユニバーサルツーリズム情報
の発信、研修の実施等を行っており、地域をけん
引する大切な役割を担っている。しかし実際の活
動として、地域支援組織が行う相談対応は基本的
に無報酬であり、バリアフリー調査や情報発信等
の費用の多くは行政の委託事業が財源となってい
る。そうした中で事業の継続性や安定性を支える
資金確保について、多くの地域支援組織で課題と
なっている。そうした中で平井（2016）は地域支
援組織への活動の課題として、運営費の確保、人
員の確保、行政やサービス提供者、地域住民の関
係者と支えあう仕組みの必要性について指摘して
いる。ユニバーサルデザイン2020行動計画におい
て、高齢者、障害のある人等の旅行支援を行って
いるバリアフリー旅行相談窓口を増やすととも
に、正確で分かりやすい情報発信を行う地域拠点
として育成を図ると地域支援組織への支援の方向
性が示されている中で、地域支援組織の役割と機
能が有効に発揮できるよう、地域のサービス提供
事業者や行政、他地域の地域支援組織等との連携
を促進するとともに、財源や人員の確保について
支援方策の検討を進めていく必要がある。
おわりに
　本稿では、温泉観光地におけるユニバーサル
ツーリズム推進の視点と方法について、先進事例
を通して、人を中心にした相談対応とコーディ
ネートの充実、関係機関と連携した受け入れ態勢
の整備、福祉と観光を融合したまちづくりの推進
の必要性について見い出すことができた。またユ
ニバーサルツーリズムを推進する地域支援組織に
ついて、地域のサービス提供事業者や行政、他地
域の地域支援組織等との連携を促進するととも
に、財源や人員の確保について支援方策の検討を
進めていく必要性があることを考察した。しかし
本稿では温泉観光地を主眼に検討を進めたため、
介護、福祉等の視点から障がい者等の旅行支援を
中心に活動する地域支援組織について包含できて
いない。これらの検討は今後の課題としたい。
　環境省は現代のライフスタイルに合った温泉の
楽しみ方として、「温泉地訪問者が、温泉入浴に
加えて、周辺の自然、歴史・文化、食などを活か
した多様なプログラムを楽しみ、地域の人や他の
訪問者とふれあい、心身ともに元気になるこ
と」、「年代、国籍を問わず楽しめること」、「滞在
期間を問わないが、より長期の滞在を行うことが
効果的であること」を「新・湯治」として打ち出
し、今後の温泉地活性化の方針として「新・湯治
推進プラン」を明示している。こうした流れの中
にユニバーサルツーリズムの視点が踏まえられ、
福祉と観光が関連性を持ちながら、温泉を通じて
人と地域が活性化していくことを祈念したい。
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